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１．放送メディアの現状
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▲デジタル放送開始(2003年12月) 

1930年

▲
白黒開始
(1953年)

▲ ▲
多重放送開始
（音声：1982年）
（文字：1985年）

▲
カラー開始

(1960年)

▲
放送開始
(1989年)

▲デジタル放送開始(2000年12月)

デジタル放送開始(1996年6月) ▲

▲
データ多重開始

(1996年)

▲
放送開始
(1955年)

▲
自主放送開始
(1963年）

▲
短波開始

(1952年） 実用化試験放送の開始（2003年10月) ▲

音声放送

▲
中波開始

(1925年）

▲テレビ放送終了(1998年9月）

▲
アナログ放送終了 (2011年7月)

▲
アナログ放送終了 (2011年7月)

デジタル放送開始(1998年7月) ▲

1950年 1970年 1990年

デジタル放送

アナログ放送

▲
超短波開始
(1969年）

デジタル放送

テレビジョン放送

アナログ放送

デジタル放送

アナログ放送

デジタル放送

アナログ放送

デジタル放送

2000年 2010年

※岩手、宮城、福島は2012年3月
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▲放送開始
(1992年4月）

▲
アナログ放送終了 (2011年7月)

４Ｋ放送開始(2015年4月) ▲

４Ｋ放送開始(2015年3月) ▲

１－１ 我が国の放送メディアの進展

2020年

４Ｋ放送開始(2018年) ▲

▲V-High放送開始（2011年4月）
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１９５３年
地上波の民間
テレビジョン放送
開始

１９８９年
ＢＳアナログ放送
開始

１９９２年
ＣＳアナログ放送
開始

１９９６年
ＣＳデジタル放送
開始

注１ 地上基幹放送については、東京都で受信可能なテレビジョン放送のチャンネル数
注２ 衛星基幹放送及び衛星一般放送については、テレビジョン放送のチャンネル数の合計
注３ 有線テレビジョン放送については、東京都の主要なケーブルテレビ事業者によって提供されているチャンネル数の平均

１９６４年
東京12チャンネル
が放送開始
すべてのキー局
が受信可能に

１９９５年ごろ
ケーブルテレビ
事業者のサービス
開始が相次ぐ

276

487

平成26年度末におけるチャンネル数

○地上基幹放送： ９チャンネル

○衛星基幹放送： ８３チャンネル

○衛星一般放送：１６４チャンネル

○有線テレビジョン放送：

１０８チャンネル

合 計： ３６４チャンネル

年度末

Ｃｈ

２０００年
・ＢＳデジタル放送開始
・ＣＳデジタルに関し、
ＤｉｒｅｃＴＶ廃止

２０１２年から
・１２４／１２８度ＣＳ
デジタル放送で
ＭＰＥＧ－２放送を
順次廃止

１－２ 多チャンネル化の状況 5
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注１ 「地上基幹放送」の「視聴世帯数」は、公共放送の総契約対象件数。「平成26年度業務報告書」（NHK）から引用。
注２ 「テレビ」及び「ラジオ」の「視聴時間・利用時間」は、「全国個人視聴率調査」 （NHK放送文化研究所） の平成26年6月期の調査から引用。
注３ 「衛星基幹放送」の「チャンネル数」は地上デジタル放送の衛星利用による暫定的な難視聴解消のための放送を除く。
注４ 「衛星一般放送」の「チャンネル数」は東経124/128度CSデジタル放送に限る。
注５ 「衛星基幹放送」「衛星一般放送」の「視聴世帯数」は「（社）衛星放送協会」ＨＰから引用。
注６ 「有線テレビジョン放送」とは、テレビジョン放送による有線一般放送（有線電気通信設備を用いて行われる一般放送）であって、登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備による放送。
注７ 「インターネット」の「利用時間」は、「2013年全国メディア接触・評価調査」 （㈳日本新聞協会）の「余暇でのインターネット利用時間」から引用
注８ 「インターネット」の 「契約数」 は、「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（平成25年度第3四半期（12月末））」（総務省）から引用。
注９ 「年間家計支出」は「家計調査」（総務省統計局）から引用。

チャンネル数
視聴時間・利用時間

（一日当たり、全国民平均）
視聴件数/世帯数 年間家計支出

テ
レ
ビ

地上基幹放送 NHK 2ch + 民放 4ch程度
（東京：ＮＨＫ２＋民放６＋放送大学１）

3時間19分
5,027万件

（平成27年3月末） 放送受信料
(公共放送受信料

及び
有料放送料金)

23,620円
（平成25年12月末）

衛星放送

衛星基幹放送
NHK ２ch + 民放 81ch
（平成26年7月1日）

19分

約 2,090万世帯
（平成26年8月末）

衛星一般放送
160ch 

（平成26年7月1日）
約 345万世帯
（平成26年8月末）

有線テレビジョン放送 － －
約 2,918万世帯
(平成27年3月末) 

ラジオ（地上基幹放送）
（コミュニティ放送、外国語放送、短波
放送を除く）

NHK 3ch + 民放 2ch程度
（東京：ＮＨＫ３＋民放５＋放送大学１）

32分 － －

（参考）インターネット － 1時間41分

利用者数 約 8,135万人
（平成25年12月末）

参考（内訳）
光 2,502万件
DSL 470万件
ｹｰﾌﾞﾙ 606万件
FWA                             1万件
BWA 680万件
3.9世代携帯電話 3876万件

インターネット
接続料

21,297円
（平成25年12月末）

１－３ 各メディアの利用動向

各メディアのチャンネル数、視聴時間等
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２．市場規模等



地上系民間基幹放送事業者(193社)

2兆3,247億円(60.2%)

ＮＨＫ
6,730億円(17.4%)

衛星系民間放送事業者(47社)
3,661億円(9.5%)

有線テレビジョン放送
事業者(294社)
4,975億円(12.9%)

放送メディアの収入 平成２６年度 ３兆８，６１３億円

【衛星系民間放送事業者内訳】

衛星基幹放送（ＢＳ放送）（20社） 2,007億円（5.2%）

衛星基幹放送（東経110度ＣＳ放送）（23社） 761億円（2.0%）

衛星一般放送（8社） 892億円（2.3%）

【地上系民間基幹放送事業者内訳】

テレビジョン放送単営(94社)            1兆8,683億円（48.4%）

ＡＭ放送・テレビジョン放送兼営(33社) 3,400億円（8.8%）

その他(※)単営(66社)   1,164億円（3.0%）

※…ＡＭ(14社)、短波(1社)及びＦＭ(51社)

● 放送メディアの市場規模は、平成２６年度において、３兆８，６１３億円となっている。

● 各放送事業者のシェアは、地上系民間基幹放送事業者が６０．２％、ＮＨＫが１７．４％、有線テレビジョン
放送事業者が１２．９％、衛星系民間放送事業者が９．５％を占めている。

（注1）（ ）内の％は、放送メディアに占める各媒体のシェア。
小数点第2位を四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。

（注2） 「地上系民間基幹放送事業者」には、(財)道路交通情報通信システムセン
ター及びコミュニティ放送事業者を含めていない。

（注3）ＮＨＫについては損益計算書（一般勘定）の経常事業収入。
（注4）放送大学学園を除く。
（注5）「有線テレビジョン放送事業者」とは、登録に係る自主放送を行う有線電

気通信設備を有する営利法人のうち、ＩＰマルチキャスト方式による事業
者等を除く者。

(注6）「衛星系民間放送事業者」の内訳には、ＢＳ放送と統計110度ＣＳ放送を
兼営する事業者が4社含まれるため、総数（47社）とは一致しない。

8２－１ 放送メディアの市場規模
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3,661 

1,722 

5,008 

38,128
38,963 38,985 38,78 39,166

4,975

23,247

38,613

億円

年度

30,311

32,738

34,238 33,962
35,034

37,254 37,552 37,320
38,215

39,559 40,011

■地上放送（民放）
■地上放送（ＮＨＫ）
■衛星放送（ＮＨＫ）
■衛星放送（ＮＨＫ以外）
■ケーブルテレビ

○ 放送は4兆円産業。リーマンショック（平成20年度）で一旦落ち込み4兆円割れしたが、近年は回復傾向。

40,278
41,031

39,532

２－２ 放送メディアの営業収益の推移 9



２－３ メディアにおける広告費の推移

6,057

2,500
1,272

18,347

10,519

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年

新聞 雑誌

ﾗｼﾞｵ 地上波テレビ

インターネット

○インターネットの広告費は他の広告費が増減する中、一貫して増加。
・平成２６年のインターネット広告費は１０，５１９億円（前年比１１２．１％）

・１０年間で約３倍（６，７４２億円）に増加

（億円）

数値出典：「平成26年(2014年)日本の広告費」（㈱電通）
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３．ＮＨＫと民放



■ テレビジョン放送
地上２波（総合・教育）
衛星２波（ＢＳ１・ＢＳプレミアム）

■ ラジオ放送３波

第１（ＡＭ）・第２（ＡＭ）・ＦＭ

■ テレビジョン放送（衛星）

外国人向け英語放送「ＮＨＫワールドＴＶ」
邦人向け日本語放送「ＮＨＫワールド・プレミアム」

■ ラジオ放送（地上（短波・中波・ＦＭ）、衛星）
１８言語による「ラジオ日本」

※これらの他、放送及びその受信の進歩発達に必要な技術開発や、
インターネット活用業務などを実施。

5,846 6,011 6,082  6,136 6,284 
6,401 6,387 6,345 6,493 

0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
7000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

受信料収入の推移（決算ベース）
［億円］ 平成２７年３月末の

受信料の支払い状況

総契約対象件数
５,０２７万件

未契約件数
1,101万件
(21.9％）

支払件数
3,803万件(75.6％）

未収 123万件(2.4％)

国際放送

経営委員会（１２名）

理事会（会長、副会長、理事（１０名））

・国内：放送センター他53放送局、14支局
海外：４総局、25支局（H27.3月末）

・職員数 10,074人（H27.3月末）

国内放送

・ＮＨＫはＨ23年度まで税込方式、24年度から税抜方式を採用。Ｈ18～Ｈ23は 比較のため税抜値を総務省において推計。
・H24年度及びH25年度の受信料収入の減少は、H24年10月に実施した受信料値下げが影響している。

① 組 織

③ 受信料収入

② 保有メディア

３－１ ＮＨＫの概要 12



３－２ 受信料制度

■ 受信契約の締結義務（放送法第６４条）

（受信契約及び受信料）

第６４条 協会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、協会とその放送の受信についての契約をしなければならない。（略）

２ 協会は、あらかじめ総務大臣の認可を受けた基準によるのでなければ、前項本文の規定により契約を締結した者から徴収する受信料を免除してはならない。

３ 協会は、第一項の契約の条項については、あらかじめ総務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも同様とする。

契約種別 月額 ６か月前払額 １２か月前払額

地上契約 １，２６０円 ７，１９０円 １３，９９０円

衛星契約 ２，２３０円 １２，７３０円 ２４，７７０円

＜受信料額＞
 平成20年10月1日から訪問集金を廃止
（口座振替等に統一）

 平成21年2月1日から、２契約目以降の
受信料を半額に割り引く「事業所割引」
「家族割引」を導入

 平成24年10月1日から地上、衛星契約
ともに120円を値下げ

 平成26年４月からの消費税引上げに伴
い、受信料額を変更。

□ 受信料の額は国会が予算を承認することによって定める（放送法第７０条第４項）

（収支予算、事業計画及び資金計画）
第７０条第４項 第６４条第１項本文の規定により契約を締結した者から徴収する受信料の月額は、国会が、第１項の収支予算を承認することによつて、定める。

○ 臨時放送関係法制調査会答申（昭和３９年９月）

“国家機関ではない独特の法人として設けられたＮＨＫに徴収権が認められたところの、その維持運営のための「受信料」という名の特殊な負担金と解すべき”

○ 内閣法制局長官答弁（昭和５５年３月１７日 参・予算委）

“公共的放送をＮＨＫの業務として行わせるための一種の国民的な負担として受信料をとらえているわけであります”

受信料の法制上の位置付け

13

（注）口座・クレジット払の受信料額を記載。また、衛星契約は、地上＋衛星の受信料額。



３－３ ＮＨＫの国際放送の概要 14

・ ＮＨＫは、国際放送を必須業務として実施（放送法第２０条第１項第４号及び第５号）。
・ ラジオ国際放送は、昭和１０年６月に放送開始。テレビ国際放送は、平成７年４月に放送開始。

ラジオ国際放送 テレビ国際放送



○ 平成26年の放送法改正により、NHKは、インターネット活用業務について、自ら定め、総務大臣認可を得た「実施基準」に基づ
き、①「放送した」放送番組のみならず、②「放送中」の放送番組、③「放送前」の放送番組も、迅速・柔軟な配信が可能となった。

○ 平成26年11月25日、NHKから「実施基準案」の認可申請があり、総務省は、この「実施基準案」に対する考え方について意見募
集、電波監理審議会への諮問・答申を経て、２月16日に認可。

○ NHKにおいては現在、「実施基準」に基づき、各種インターネットサービスを実施中。

３－４ 放送法改正によるＮＨＫのインターネット活用業務の拡大

ＮＨＫが実施している主なインターネットサービス

開始年月 インターネット活用業務 概 要

平成１２年１２月～ ＮＨＫオンライン  ＮＨＫオンラインにおいて、ニュースクリップ等の提供を実施。

平成２０年１２月～ ＮＨＫオンデマンド
 放送した番組を有料で配信（年間延べ約１万本の番組を提供）。

• 放送終了後１～３週間の放送番組の「見逃し番組」とそれ以前の放送番組の 「特選ライブラリー」
があり、それぞれ単品と見放題パックを提供。

平成２１年２月～ ＮＨＫワールド・オンライン
 外国人向け国際放送の同時配信を実施（スマートフォン、タブレット端末でも視聴可能）。

• 平成27年６月からはビデオ・オン・デマンド（ＶＯＤ）サービスも開始。

平成２３年３月１１日～３月末 ニュース番組の同時配信  東日本大震災の際に、震災関連のニュース番組の同時配信を実施。

平成２３年９月～ らじる★らじる  ＮＨＫラジオ第１、ラジオ第２、ＦＭの放送番組の同時配信を実施。

（ロンドン五輪）

平成２４年７月２８日～８月１３日
（ソチ五輪）

平成２６年２月７日～２月２３日

五輪の放送対象外競技の
ライブストリーミング

 民放も含め放送されなかった競技の国際映像の同時配信を実施。

平成２５年９月～ ハイブリッドキャストサービス
 放送と通信が連携した新たなサービス。時差再生映像、番組参加型コンテンツ、関連テキスト等
の放送中の番組と連動するサービスを提供。

国内テレビ放送の同時配信については、大規模災害時の国内テレビ放送の同時配信の他、放送番組の「帯」でのインターネット同時配信を試験的に
実施。

○実施時期 平成27年10月19日（月）から同年11月15日（日）まで
○提供内容 総合テレビジョンの午前７時から午後11時までの放送番組
○参加予定者 放送受信契約者から１万人以内を募集

インターネット同時配信の検証実験
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札
幌
テ
レ
ビ
放
送

青
森
放
送

秋
田
放
送

山
形
放
送

日
本
テ
レ
ビ
放
送
網

山
梨
放
送

北
日
本
放
送

福
井
放
送

讀
賣
テ
レ
ビ
放
送

日
本
海
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送

西
日
本
放
送

四
国
放
送

南
海
放
送

高
知
放
送

広
島
テ
レ
ビ
放
送

山
口
放
送

Ｎ
Ｎ
Ｎ
（30
局
）

北
海
道
放
送

ア
イ
ビ
ー
シ
ー
岩
手
放
送

東
北
放
送

T
B
S
テ
レ
ビ

新
潟
放
送

信
越
放
送

静
岡
放
送

北
陸
放
送

Ｃ
Ｂ
Ｃ
テ
レ
ビ

毎
日
放
送

山
陰
放
送

山
陽
放
送

中
国
放
送

R
K
B
毎
日
放
送

長
崎
放
送

熊
本
放
送

大
分
放
送

宮
崎
放
送

南
日
本
放
送

琉
球
放
送

Ｊ
Ｎ
Ｎ
（28
局
）

３－５ 民間地上基幹放送事業者のネットワーク（テレビジョン放送・127社） （2015年４月１日現在）

大

分

長

野

新

潟

神
奈
川

千

葉

埼

玉

茨

城

栃

木

群

馬

東

京

福

島

山

形

秋

田

宮

城

岩

手

青

森

北
海
道

島

根

鳥

取

和
歌
山

兵

庫

奈

良

京

都

滋

賀

大

阪

三

重

岐

阜

愛

知

福

井

石

川

富

山

静

岡

山

梨

福

岡

山

口

広

島

高

知

愛

媛

徳

島

香

川

岡

山

宮

崎

熊

本

長

崎

佐

賀

沖

縄

鹿
児
島

青
森
テ
レ
ビ

テ
レ
ビ
ユ
ー
山
形

テ
レ
ビ
ユ
ー
福
島

テ
レ
ビ
山
梨

チ
ュ
ー
リ
ッ
プ
テ
レ
ビ

あ
い
テ
レ
ビ

テ
レ
ビ
高
知

テ
レ
ビ
山
口

び
わ
湖
放
送

京
都
放
送

奈
良
テ
レ
ビ
放
送

サ
ン
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン

テ
レ
ビ
和
歌
山

東
京
メ
ト
ロ
ポ
リ
タ
ン
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン

群
馬
テ
レ
ビ

と
ち
ぎ
テ
レ
ビ

テ
レ
ビ
埼
玉

千
葉
テ
レ
ビ
放
送

テ
レ
ビ
神
奈
川

岐
阜
放
送

三
重
テ
レ
ビ
放
送

テ
レ
ビ
岩
手

宮
城
テ
レ
ビ
放
送

福
島
中
央
テ
レ
ビ

テ
レ
ビ
新
潟
放
送
網

テ
レ
ビ
信
州

静
岡
第
一
テ
レ
ビ

テ
レ
ビ
金
沢

中
京
テ
レ
ビ
放
送

福
岡
放
送

長
崎
国
際
テ
レ
ビ

熊
本
県
民
テ
レ
ビ

テ
レ
ビ
大
分

テ
レ
ビ
宮
崎

鹿
児
島
讀
賣
テ
レ
ビ

テ
レ
ビ
東
京

テ
レ
ビ
北
海
道

テ
レ
ビ
愛
知

テ
レ
ビ
大
阪

テ
レ
ビ
せ
と
う
ち

T
V
Q
九
州
放
送

フ
ル
ネ
ッ
ト
局

ク
ロ
ス
ネ
ッ
ト
局

Ｆ
Ｎ
Ｎ
（28
局
）

Ａ
Ｎ
Ｎ
（26
局
）

Ｔ
Ｘ
Ｎ
（
６
局
）

そ
の
他
（13
局
）

テ
レ
ビ
朝
日

福
島
放
送

名
古
屋
テ
レ
ビ
放
送

朝
日
放
送

新
潟
テ
レ
ビ
二
十
一

長
野
朝
日
放
送

静
岡
朝
日
テ
レ
ビ

北
陸
朝
日
放
送

福
井
放
送

瀬
戸
内
海
放
送

愛
媛
朝
日
テ
レ
ビ

広
島
ホ
ー
ム
テ
レ
ビ

山
口
朝
日
放
送

九
州
朝
日
放
送

青
森
朝
日
放
送

岩
手
朝
日
テ
レ
ビ

東
日
本
放
送

山
形
テ
レ
ビ

秋
田
朝
日
放
送

長
崎
文
化
放
送

熊
本
朝
日
放
送

大
分
朝
日
放
送

テ
レ
ビ
宮
崎

鹿
児
島
放
送

琉
球
朝
日
放
送

北
海
道
テ
レ
ビ
放
送

フ
ジ
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン

岩
手
め
ん
こ
い
テ
レ
ビ

仙
台
放
送

秋
田
テ
レ
ビ

さ
く
ら
ん
ぼ
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン

福
島
テ
レ
ビ

東
海
テ
レ
ビ
放
送

関
西
テ
レ
ビ
放
送

新
潟
総
合
テ
レ
ビ

長
野
放
送

テ
レ
ビ
静
岡

石
川
テ
レ
ビ
放
送

富
山
テ
レ
ビ
放
送

福
井
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送

山
陰
中
央
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送

岡
山
放
送

テ
レ
ビ
愛
媛

高
知
さ
ん
さ
ん
テ
レ
ビ

テ
レ
ビ
新
広
島

テ
レ
ビ
西
日
本

サ
ガ
テ
レ
ビ

テ
レ
ビ
長
崎

テ
レ
ビ
熊
本

テ
レ
ビ
大
分

テ
レ
ビ
宮
崎

鹿
児
島
テ
レ
ビ
放
送

沖
縄
テ
レ
ビ
放
送

北
海
道
文
化
放
送

※ 赤字はラテ兼営社
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北
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放
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Ｓ
Ｔ
Ｖ
ラ
ジ
オ

青
森
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送

秋
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放
送

山
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放
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ニ
ッ
ポ
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北
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毎
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南
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高
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山
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Ｎ
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局
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ア
イ
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岩
手
放
送

東
北
放
送

T
B
S
ラ
ジ
オ

&
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ン
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Ｃ
Ｂ
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中
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R
K
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毎
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Ｊ
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秋
田
放
送

福
井
放
送

３－６ 民間地上基幹放送事業者のネットワーク（中波・短波・超短波 ９９社） （2015年４月１日現在）

大
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潟
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鳥
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兵
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京

都

滋

賀
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阪

三

重

岐

阜

愛

知
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井

石

川

富

山

静

岡

山

梨

福

岡

山

口

広

島

高

知

愛

媛

徳

島

香

川

岡

山

宮

崎

熊

本
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崎

佐

賀

沖

縄

鹿
児
島

青
森
放
送

山
形
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ジ
オ
福
島

山
梨
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北
日
本
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送

南
海
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送

高
知
放
送

山
口
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送

エ
フ
エ
ム
京
都

ラ
ジ
オ
関
西

日
経
ラ
ジ
オ
社

エ
フ
エ
ム
ナ
ッ
ク
フ
ァ
イ
ブ

ベ
イ
エ
フ
エ
ム

横
浜
エ
フ
エ
ム
放
送

ア
ー
ル
・エ
フ
・ラ
ジ
オ
日
本

新
潟
県
民
エ
フ
エ
ム
放
送

エ
フ
エ
ム
富
士

岐
阜
放
送

ア
イ
ビ
ー
シ
ー
岩
手
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送

東
北
放
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ラ
ジ
オ
福
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新
潟
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送

信
越
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静
岡
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陸
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海
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朝
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送
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崎
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送

熊
本
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送

大
分
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送

宮
崎
放
送

南
日
本
放
送

エ
フ
エ
ム
・
ノ
ー
ス
ウ
ェ
ー
ブ

Ｚ
Ｉ
Ｐ―

 

Ｆ
Ｍ

Ｆ
Ｍ
８
０
２

※

C
R
O
S
S

F
M

超
短
波
放
送
（
51
社
）

Ｊ
Ｆ
Ｎ
（38
局
）

Ｊ
Ｆ
Ｌ
（５
局
）

そ
の
他
（10
局
）

エ
フ
エ
ム
岩
手

エ
フ
エ
ム
秋
田

エ
フ
エ
ム
山
形

エ
フ
エ
ム
ラ
ジ
オ
新
潟

長
野
エ
フ
エ
ム
放
送

静
岡
エ
フ
エ
ム
放
送

エ
フ
エ
ム
石
川

富
山
エ
フ
エ
ム
放
送

福
井
エ
フ
エ
ム
放
送

エ
フ
エ
ム
山
陰

エ
フ
エ
ム
愛
媛

エ
フ
エ
ム
高
知

広
島
エ
フ
エ
ム
放
送

エ
フ
エ
ム
佐
賀

エ
フ
エ
ム
長
崎

エ
フ
エ
ム
熊
本

エ
フ
エ
ム
大
分

エ
フ
エ
ム
宮
崎

エ
フ
エ
ム
鹿
児
島

エ
フ
エ
ム
北
海
道

山
陽
放
送

西
日
本
放
送

四
国
放
送

栃
木
放
送

茨
城
放
送

京
都
放
送

和
歌
山
放
送

和
歌
山
放
送

ラ
ジ
オ
沖
縄

エ
フ
エ
ム
青
森

エ
フ
エ
ム
仙
台

エ
フ
エ
ム
福
島

エ
フ
エ
ム
東
京

エ
フ
エ
ム
栃
木

エ
フ
エ
ム
群
馬

エ
フ
エ
ム
愛
知

エ
フ
エ
ム
岐
阜

三
重
エ
フ
エ
ム
放
送

エ
フ
エ
ム
大
阪

エ
フ
エ
ム
滋
賀

兵
庫
エ
フ
エ
ム
放
送

岡
山
エ
フ
エ
ム
放
送

エ
フ
エ
ム
香
川

エ
フ
エ
ム
徳
島

エ
フ
エ
ム
山
口

エ
フ
エ
ム
福
岡

エ
フ
エ
ム
沖
縄

Ｊ―

Ｗ
Ａ
Ｖ
Ｅ

Ｍ
Ｅ
Ｇ
Ａ―

Ｎ
Ｅ
Ｔ
（
４
局
）

ラ
ブ
エ
フ
エ
ム
国
際
放
送

Ｆ
Ｍ
８
０
２

※

Ｉ
ｎ
ｔ
ｅ
ｒ
Ｆ
Ｍ

※

中
波
放
送
（
47
社
）

短
波
放
送
（
１
社
）

※ ＩｎｔｅｒＦＭ及びＦＭ８０２は１社で超短波２波を保有。

※ 赤字はラテ兼営社

Ｉ
ｎ
ｔ
ｅ
ｒ
Ｆ
Ｍ※
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東経110度ＣＳ放送ＢＳ放送 東経124/128度ＣＳ放送➊
➋

➌

種類 ➊ ＢＳ放送（東経１１０度） ➋ 東経１１０度ＣＳ放送 ➌ 東経１２４／１２８度ＣＳ放送

特性 【基幹放送】
三波共用受信機（地上・BS・110度CS）・共用アンテナにより、より多くの視聴者が簡便に視聴可能

【一般放送】
・視聴には、対応受信機・アンテナが必要

番組数
（H27.10.1） ＨＤ ２８番組 ＳＤ １番組 ＨＤ ２１番組 ＳＤ ３３番組

４Ｋ ３番組（試験放送１番組含む）

ＨＤ １５９番組

普及状況

ＮＨＫ-ＢＳ契約件数 1,950万件
（H27.8月末）
ＷＯＷＯＷ加入者数 280万件
（H27.9月末）

スカパー！サービス
加入者数 217万件
（H27.9月末）

スカパー！プレミアムサービス
加入者数 123万件
（H27.9月末）

18３－７ 衛星放送の概要



19３－８ ＢＳ放送及び東経１１０度ＣＳ放送のテレビ番組のチャンネル配列図

＜東経110度CS＞

＜BS＞

(スロット数)

(スロット数)

(スロット数)

(スロット数)

(スロット数)

(スロット数)



年度末 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

加入世帯
数

（万世帯）
2,217 2,347 2,541 2,692 2,765 2,804 2,864 2,918

普及率
(%) 42.9 44.9 48.0 50.4 51.6 51.8 51.5 52.2

※ グラフ、「区分」欄の対象は、「登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備を有する営利
法人のうち、IPマルチキャスト方式による事業者等を除く者」。

最近の経営状況の推移を見ると、
○２６年度は営業収益が減少したが、営業費用も減少した結果、
営業損益は増加となった。
○２６年度は単年度黒字の事業者数が減少し、その全体に占める
割合も減少となった。
○一方、累積黒字の事業者数は増加し、その全体に占める割合も
増加となった。

○平成２７年３月末における登録に係る自主放送を行う有
線電気通信設備によりサービスを受けるケーブルテレ
ビ加入世帯数は、２，９１８万世帯、普及率は５２．２％。

○また、登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備数
及び事業者数は、それぞれ６８０設備、５２０事業者。

%
万世帯

4,746 4,667
5,134

5,437
5,177

4,930
5,030 4,975 

4,364 4,309
4,623

4,883 4,757
4,474

4,607 4,468 

382 358 511 555 420 456 423 507 
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310社
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313社

H22
306社

H23
297社

H24
292社

H25
292社

H26
294社

営業収益 営業費用 営業利益

年度

億円

2,078 
2,217 

2,347 
2,541 

2,692 2,765 2,804 2,864 2,918 
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H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

加入世帯数 普及率

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
単赤・累赤 56 45 45 46 40 40 27 29

割合 18.10% 14.70% 14.30% 15.00% 13.50% 13.70% 9.20% 9.90%

単赤・累黒 7 9 9 10 8 10 7 17
割合 2.30% 2.90% 2.90% 3.30% 2.70% 3.40% 2.40% 5.80%

単黒・累赤 85 87 71 62 64 60 71 63
割合 27.40% 28.30% 22.70% 20.30% 21.50% 20.50% 24.40% 21.40%

単黒・累黒 162 166 188 188 185 182 187 185
割合 52.30% 54.10% 60.10% 61.40% 62.30% 62.30% 64.00% 62.90%

310 307 313 306 297 292 292 294

年度

520539

区分
[事業者数]

登録に係る自主放送を行う
事業者数

531 531 535 521 551 545事
業
者
数
IPマルチキャスト方式による
事業者等を除く者

年度末
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演奏所
(スタジオ)

送信所

行政情報、災害
情報等の提供

携帯・ラジオ等
による受信

市町村役場

連携

他のメディア（AM/FM, 
CATV等）

一の市区町村の一部をカバー

市区町村の行政区域

○ 「コミュニティ放送」は、地域の活性化等に寄与することを目的として、超短波（ＦＭ）放送により、地域の話題や行
政、観光、交通等の地域に密着したきめ細かな情報等を提供する地域密着型メディアとして平成４年１月に制度化。
平成２７年１０月１日現在、４６都道府県において２９４局が開局。

○ コミュニティ放送の放送区域*は、一の市区町村の一部の区域としている。但し、地域的一体性がある場合におい
ては、隣接する他の市区町村の一部の区域を併せて放送区域とすることが可能。
＊放送出力（空中線電力）は、原則２０W以下で必要最小限。

＊放送区域は、概ね半径５～１５km程度で、県域ＦＭと同様に市販のＦＭラジオで聴くことが可能。

○ コミュニティ放送は、広域・県域ラジオ局とは異なり非公示無線局と規定し、申請者自身で未利用（空き）周波数を
見つけ、先に申請した者を先に審査する先願主義を採用。

【放送番組の例】

○生活情報（道路交通情報、病院の案内、天気予報等）

○行政情報（市町村広報、市町村議会情報、災害情報等）

○観光情報（観光地、観光施設、各種イベントの案内等）

○報道（地域ニュース）

○娯楽（音楽等）

○その他（コマーシャル）

３－１０ コミュニティ放送の制度概要 21



３－１１ 視聴覚障害者向け放送の普及

字幕番組・解説番組等制作費の一部助成

字幕放送・解説放送等の普及目標の策定・各放送事業者の取組状況（実績）の公表

・字幕番組、解説番組等の制作費（CM字幕チェック装置の整備費用を含む。）の一部助成により、
各放送事業者の視聴覚障害者向け放送拡充への自主的な取組を促進

「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」
・平成２９年度までの字幕番組・解説番組の普及目標を策定 （平成１９年）
・手話放送の普及目標等を追加（平成２４年）

【 字幕放送、解説放送、手話放送の実績（平成２５年度）】
■ 字幕放送

○ 総放送時間に占める字幕放送時間の割合○ 「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」の普及目標の対象となる放送番組に
おける字幕番組の割合

※ 調査対象の２週（６月第１週及び１２月第１週）における平均値。

■ 解説放送

○ 総放送時間に占める解説放送時間の割合

■ 手話放送
○ 総放送時間に占める手話放送時間の割合

＜字幕放送＞ 平成２９年度までに普及目標の対象となる放送番組（※１）の全てに字幕付与 （ＮＨＫ、地上系民放等）
大規模災害等緊急時放送については、できる限り全てに字幕付与

＜解説放送＞ 平成２９年度までに普及目標の対象となる放送番組（※２）の１０％に解説付与 （ＮＨＫ（総合）、地上系民放等）

＜手話放送＞ 手話放送の実施時間をできる限り増加 （ＮＨＫ）
手話放送の実施・充実に向けて、できる限りの取り組みを行う （地上系民放等）
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※２ ７時から２４時までの間に放送される番組のうち、
権利処理上の理由等により解説を付すことができない放送番組等を除く
すべての放送番組。

○ 「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」の普及目標の対象となる放送番組に
おける解説番組の割合

NHK総合 NHK教育 在京キー５局 在阪準キー４局 在名広域４局

８４．８％ ６３．２％ ９５．５％ ９４．１％ ８９．２％

NHK総合 NHK教育 在京キー５局 在阪準キー４局 在名広域４局

７２．３％ ５４．５％ ５２．３％ ４７．５％ ４４．４％

NHK総合 NHK教育 在京キー５局 在阪準キー４局 在名広域４局

８．９％ １２．０％ ２．０％ ２．０％ １．７％

NHK総合 NHK教育 在京キー５局 在阪準キー４局 在名広域４局

０．２％ ２．５％ ０．１％ ０．１％ ０．１％

NHK総合 NHK教育 在京キー５局 在阪準キー４局 在名広域４局

９．８％ １３．６％ ５．４％ ５．５％ ４．７％

※１ ７時から２４時までの間に放送される番組のうち、
技術的に字幕を付すことができない放送番組等を除くすべての放送番組。



４．放送法の概要



○ 放送番組編集の自由
放送番組の編集には、原則として、他者（国を含む。）は介入できない。

○ 番組準則
放送番組の編集に関する最低限のルールとして、放送事業者は、①公序良俗を害しないこと、②政治的に公平であること、③報道は事実を曲
げないですること、④多角的な論点を明らかにすることが求められている。
このほか、NHKには①公衆の要望を満たすとともに文化水準の向上に寄与すること、②全国向けの放送と地方向けの放送をそれぞれ行うこと、
③過去の優れた文化の保存と新たな文化の育成・普及に役立つことが求められている。

○ 番組調和原則
教養、教育、報道、娯楽の各番組をバランス良く放送する。

○ 番組基準・番組審議機関
放送事業者は、上記ルールを守るため、自ら定める番組編集基準に従って番組を編集しなければならない。なお、番組編集基準は、自社内に
設ける「放送番組審議機関（外部有識者により構成）」という第三者的な組織により審議され、自己規律が働く仕組みとなっている。
また、第三者の立場から自主的に視聴者の人権擁護等を行うための組織として、BPO（放送倫理・番組向上機構）が存在。

○ 普及義務
放送普及計画によって定めた放送対象地域において、放送があまねく受信できるよう、難視聴を解消する努力義務。

○ マスメディア集中排除原則
言論の多様性・多元性・地域性を守るため、議決権の保有や役員の兼務を制限することにより、一の者による複数の放送事業者の所有・支配を

制限。

○ その他
字幕放送の努力義務、訂正放送の義務、災害放送の義務、放送番組の一定期間保存義務、外資規制など

目 的

次に掲げる原則に従って、放送を公共の福祉に適合するように規律し、その健全な発達を図ること。

○ 放送が国民に最大限に普及されて、その効用をもたらすことを保障すること。

○ 放送の不偏不党、真実及び自律を保障することによって、放送による表現の自由を確保すること。

○ 放送に携わる者の職責を明らかにすることによって、放送が健全な民主主義の発達に資するようにすること

主 要 な 規 律

４－１ 放送法の概要 24



放

送

法

第１条 【目的】

 次に掲げる原則に従って、放送を公共の福祉に適合するように規律し、その健全な発達を図ること。
○放送が国民に最大限に普及されて、その効用をもたらすことを保障すること。

○放送の不偏不党、真実及び自律を保障することによって、放送による表現の自由を確保すること。

○放送に携わる者の職責を明らかにすることによって、放送が健全な民主主義の発達に資するようにすること。

第３条【番組編集の自由】

第４条第１項

○ 公安及び善良な風俗を
害しないこと

○ 政治的に公平であること

○ 報道は事実をまげない
ですること

○ 意見が対立している問
題については、できるだ
け多くの角度から論点を
明らかにすること

第１０６条第１項
【番組調和原則】※

○ 教養番組又は教育番
組並びに報道番組及び娯
楽番組を設け、放送番組
の相互の間の調和を保つ
ようにしなければならな
い。

第５条
【番組基準の策定】

 放送番組は、法律に定める権限に基づく場合でなければ、何人からも干渉され、又は規律されることがない。

○ 放送番組の種別及び放
送の対象とする者に応じ
て放送番組の編集の基準
を定め、これに従って放送
番組の編集をしなければ
ならない。

第６条
【番組審議機関の設置】

○ 放送番組の適正を図
るため、放送番組審議
機関を置くものとする。

放送基準

【民放連・放送基準の概要】
次の点を重視して、番組相互の調和と放送時間に留意するとともに、
即時性、普遍性など放送のもつ特性を発揮し内容の充実につとめ
る。

Ｎ
Ｈ
Ｋ

日
本
民
間

放
送
連
盟 ○正確で迅速な報道 ○健全な娯楽 ○教育・教養の発展

○児童および青少年に与える影響
○節度をまもり、真実を伝える広告

【国内番組基準の概要】
その放送において、
１ 世界平和の理想の実現に寄与し，人類の幸福に貢献する
２ 基本的人権を尊重し，民主主義精神の徹底を図る
３ 教養、情操、道徳による人格の向上を図り，合理的精神を養うの
に役立つようにする
４ わが国の過去のすぐれた文化の保存と新しい文化の育成・普及
に貢献する
５ 公共放送としての権威と品位を保ち、公衆の期待と要望にそう

国内番組基準

○ 公衆の要望を満たすととも
に文化水準の向上に寄与す
るよう最大の努力をすること

○ 全国向けの放送番組のほ
か、地方向けの放送番組を有
するようにすること

○ 我が国の過去の優れた文
化の保存並びに新たな文化
の育成及び普及に役立つよう
にすること

第８１条第１項

【番組準則】 （NHKについて追加）（NHK・民放共通）

放送基準（各社）放送番組審議会 放送番組審議会（各社）
ほぼ準拠

※対象となる放送
基幹放送事業者のテレビジョン放送
（特別な事業計画によるものを除く）及
びＮＨＫの中波放送・超短波放送

第107条による読み替え後の第６条 【放送番組の種別等の公表等義務】※

○放送番組の種別及び放送番組の種別ごとの放送時間を公表しなければならない。
○放送番組の種別及び放送番組の種別ごとの放送時間を審議機関に報告しなけれ
ばならない。

４－２ 番組編集の基準 25



４－３ 放送対象地域

都道府県数

４事業者以上 ３３都道府県

３事業者 ９県

２事業者以下 ５県

関東広域圏：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉
県、東京都及び神奈川県の各区域を併せた区域

近畿広域圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良
県及び和歌山県の各区域を併せた区域

中京広域圏：岐阜県、愛知県及び三重県の各区域を
併せた区域

岡山県及び香川県の各区域を併せた区域

鳥取県及び島根県の各区域を併せた区域

(1) 規定の仕方
① 放送の主体（NHK、放送大学学園、民間基幹放送事業者）
② 放送の種類（テレビジョン放送、中波放送、超短波放送等）
等に基づき設定

(2) 具体例（地上テレビジョン放送）
① ＮＨＫ
関東広域圏、関東広域圏にある県を除く各道府県
② 放送大学学園
関東広域圏
③ 民間基幹放送事業者
広域圏 ：関東広域圏、近畿広域圏、中京広域圏
複数の県域：鳥取県及び島根県、岡山県及び香川県
その他 ：上記以外の各都道府県

(1) 放送対象地域ごとに放送系の数の目標を設定
基幹放送の計画的な普及及び健全な発達を図るため、基幹放送普及計画において、放送対象地域ごとに普及させ

る放送系の数の目標を設定。
(2) 放送対象地域内では、難視聴解消の義務又は努力義務

基幹放送事業者は、放送対象地域内で、当該基幹放送があまねく受信できるように努めることとされている。
（ＮＨＫには、テレビジョン放送及び中波放送・超短波放送のいずれかが全国において受信できるように措置をすることが義務付け）

放送対象地域とは、同一の放送番組の放送を同時に受信できることが相当と認められる一定の区域（放送法第９１条第２項第２号）
のことであり、その地域の自然的、経済的、社会的、文化的諸事情や周波数の効率的使用を考慮して、基幹放送普及計画
において規定（放送法第９１条第３項）。

放送対象地域の概念

放送対象地域の効果

放送対象地域の例
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放送法 第１条 （目的）

放送法 第２条３２号及び第９３条第１項

放送法 第９１条 （基幹放送普及計画）

放送が健全な民主主義の発達に
資するようにすること

放送が国民に最大限に普及されて、
その効用をもたらすことを保障すること

基幹放送（※）をすることができる機会をできるだけ多くの者に対し確保することにより、
基幹放送による表現の自由ができるだけ多くの者によって享有されるようにする

一の者が保有することができる放送局の数を制限することにより、

多元性、多様性、地域性の三原則を実現

基幹放送の業務の認定基準としてマスメディア集中排除原則の基本的な部分を法定

（※）基幹放送 ： 地上テレビジョン放送、地上ラジオ放送、コミュニティ放送、BS放送、東経110度CS放送 等
（東経124/128度CS放送、ケーブルテレビ等は含まれない）

＜認定基準のうちマスメディア集中排除原則の部分＞ （放送法第93条第１項第４号）

基幹放送業務を行おうとする者が、次のいずれにも該当しないこと。

イ 基幹放送事業者

ロ イに掲げる者に対して『支配関係』を有する者 （X）

ハ イ又はロに掲げる者がある者に対して『支配関係』を有する場合におけるその者 （Y・Z） Ｙ

Ｚ

Ｘ

支配関係

支配関係

支配関係

基幹

27４－４ 基幹放送による表現の自由享有基準（マスメディア集中排除原則）



改正事項の内容

施行期日

(1) 受信機器購入等の支援に係る電波利用料の使途の拡大【電波法の改正】
経済的理由等により地上デジタルテレビジョン放送の受信設備を購入することが困難な者に対する
支援を可能とするため、電波利用料の使途を拡大する。

(2) 移動受信用地上放送の実現のための制度整備

①開設計画の認定制度の導入【電波法の改正】

移動受信用地上放送用の無線局について、事業者がその創意工夫により柔軟に設置できるよう、
現在電気通信業務に適用されている開設計画の認定制度を導入する。

②受託放送・委託放送制度の導入【放送法の改正】

移動受信用地上放送について、多くの事業者の参入機会を確保するため、現在衛星放送に適用
されている受託放送・委託放送の制度を導入する。

・上記(1)については、公布の日（平成２１年４月２４日）から施行。

・上記(2)については、平成２２年４月２３日に施行。施行後５年を経過した場合に、移動受信用地上放送に関
連する制度の在り方について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を
講ずるとする見直し規定（附則）あり。

法律案の目的

地上デジタルテレビジョン放送への移行について、その円滑な実施を推進するとともに、当該移行によって空
くこととなる周波数帯を利用した放送の早期実現を図るため、所要の改正を行う。

４－５ 平成２１年放送法改正の概要（電波法及び放送法の一部を改正する法律／平成21年法律第22号）
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４－５ 移動受信用地上基幹放送の制度の新設（平成２１年改正）

法改正の概要

① 電波法の「開設計画の認定制度」の対象に「移動受信用地上基幹放送」をする無線局を追加。

携帯電話の基地局など電気通信業務用の無線局について導入されている「開設計画の認定制度」（認定を受けた者が、認定を受けた開設計画
に係る周波数を使用する基地局の免許について排他的に申請することを可能とする制度）の対象範囲を、「移動受信用地上基幹放送」をする無線
局にも拡大。

② 放送法において「移動受信用地上基幹放送」を制度化

「移動受信用地上基幹放送」を新たに設け、制度化。

現 状

 V-High放送については、平成22年株式会社マルチメディア放送（現 株式会社mmbi）が認定を受け、平成24年４月から
「NOTTV」のサービスが開始。平成25年12月には、V-High放送の参入希望状況等を踏まえ、移動受信用地上基幹放送が
テレビジョン放送を行うことを可能とする等の制度整備を行い、平成27年４月から提供チャンネルが増加。

 V-Low放送については、平成26年７月にハード事業者である株式会社ＶＩＰが開設計画の認定を受け、インフラ整備を実施。
ソフト事業者については、順次、認定申請を募集。

背 景

平成18年3月の情報通信審議会において、地上デジタルテレビジョン放送への移行によって空くこととなる周波数帯に移動体
向けの新たな放送サービスを導入することが決定。具体的にはV-High放送（207.5MHz～222MHz）及びV-Low放送（99MHz
～108MHｚ）を想定。
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趣 旨

通 信 ・ 放 送

新たな法体系

電 波 法

有線電気通信法

有
線
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
法

有
線
ラ
ジ
オ
放
送
法

放

送

法

電
気
通
信
役
務

利
用
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法

通 信 放 送

電気通信事業法

有線放送電話法

放 送 法

（電気通信役務利用放送法、有線テ
レビジョン放送法、有線ラジオ放
送法は廃止）

電気通信事業法（有線放送電話法は廃止）

電 波 法

有線電気通信法

旧法体系

通信・放送分野におけるデジタル化の進展に対応した制度の整理・合理化を図るため、各種の放送形態に対する制度を統合し、無線局の免許及び放
送業務の認定の制度を弾力化する等、放送、電波及び電気通信事業に係る制度改正を実施。（平成22年12月3日公布、平成23年6月30日完全施行）

１．通信・放送法体系の見直し：放送関連４法の統合等、法体系の見直しを６０年振りに実施。

２．主な改正事項

（１）放送法改正関係

①放送の参入に係る制度の整理・統合、弾力化

②マスメディア集中排除原則の基本の法定化

③放送における安全・信頼性の確保

④放送番組の種別の公表

⑤有料放送における提供条件の説明等

⑥再放送同意に係る紛争処理に関するあっせん・仲裁制度の整備

（２）電波法改正関係

①通信・放送両用無線局の制度の整備

②免許不要局の拡大

③携帯電話基地局の免許の包括化

（３）電気通信事業法改正関係

①紛争処理機能の拡充

②二種指定事業者に係る接続会計制度の創設

改正内容

※この法律の施行後五年以内に、この法律による改正後の規定の実施状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて
所要の措置を講ずるとする見直し規定（附則）あり。

４－６ 平成２２年放送法改正の概要（放送法等の一部を改正する法律／平成22年法律第65号） 30



４－６ 放送の参入に係る制度の整理・統合、弾力化（平成２２年改正）

法改正の概要

① 制度の整理・合理化の一環として、放送を「有線」「無線」で区分した規律とせず、「基幹放送」と「一般放送」に大別し、規律の、
統合化を措置。

② 基幹放送について、無線局の設置・運用（ハード）と放送の業務（ソフト）の一致を前提とした従来の制度に加え、これらを分離
して参入すること希望する事業者のための制度整備を行い、両者が選択可能化。

③ 一般放送に該当する有線テレビジョン放送、有線ラジオ放送及び電気通信役務利用放送について、規律を統合。

現 状

① 各種放送の形態を踏まえ、「基幹放送」としては、地上のテレビ・ラジオ、移動受信用のマルチメディア放送、ＢＳ放送等、「一
般放送」としては、ケーブルテレビや124/128度ＣＳ放送と整理。

② ハード・ソフト分離の体制に移行を決めた基幹放送事業者の例あり。

背 景

① 通信・放送分野におけるデジタル化の進展に対応した制度整備の必要性。

② 新規サービスの創出や放送事業者の経営の選択肢の拡大等により、デジタル時代の技術革新のメリットが利用者に享受さ
れることの必要性。
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４－６ マスメディア集中排除原則の法定化（平成２２年改正）

法改正の概要

 「マスメディア集中排除原則」の基本原則（基幹放送の業務を複数兼営すること、基幹放送事業者を支配する者及び基幹放送
事業者に支配される者は、基幹放送の業務を行うことを禁止）について法定化。

認定等の期間中に違反した場合には、総務大臣はその認定等を取り消すことができることとする制度整備も措置。

現 状

平成２６年、平成１９年法改正事項の見直しの際に、経営基盤強化計画認定制度を創設及び認定放送持株会社の認定要件を
緩和したことに伴い、所要の改正を措置（※平成２６年法改正についてＰ．３７～４１を参照。）

背 景

 マスメディア集中排除原則は、放送がその社会的な役割を適切に果たすために欠かすことのできない「多元性」、「多様性」、
「地域性」の確保を目的として定められたもの。

従来から省令で定められていたが、重要性を踏まえ法定化。
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４－６ 放送における安全・信頼性の確保（平成２２年改正）

法改正の概要

放送中止事故の再発防止等のため、放送の適正な品質や安全・信頼性を確保するための技術基準に係る制度整備を措置。

重大事故に関する総務大臣への報告義務に係る制度整備も措置。

現 状

背 景

自然災害時に停電等が発生したことにより、住民に対して必要な情報を正確かつ迅速に提供することが求められている放送
が長時間にわたり中止となる事故が発生。

（※）平成21年時点で、地上放送の親局クラスの停波による事故は、影響世帯数50万世帯以上が３件、１万世帯以上が９件発生している。うち、10時
間以上の放送中止に至った事故は３件、１時間以上では６件発生。

現 状

 平成25年に技術基準に適合しているかも含めて判断した認定審査を実施。
 放送の停止事故の発生状況（直近４年間）

 地上系・衛星系の放送（基幹放送及び衛星一般放送）の停止事故

平成23年度 495件（うち重大事故34件）、平成24年度 565件（うち重大事故38件）、

平成25年度 508件（うち重大事故33件）、平成26年度 487件（うち重大事故27件）

 有線一般放送の停止事故

平成23年度 98件（うち重大事故9件） 、平成24年度 125件（うち重大事故5件）、

平成25年度 102件（うち重大事故12件）、平成26年度 113件（うち重大事故8件）
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４－６ 放送番組の種別の公表（平成２２年改正）

法改正の概要

番組調和原則の運用の透明性を図るため、放送事業者自らが放送番組の種別ごとの放送時間等を区分し、それを放送番組
審議機関に報告し、公表する制度を整備。

（※）総合編成を行う基幹放送であり、地上テレビジョン放送や一部のＢＳ放送が対象。

現 状

番組調和原則の適用を受ける基幹放送事業者は、放送法施行規則（省令）に基づき、半年に一度、放送番組の種別（教養番
組、教育番組、報道番組、娯楽番組及びその他の放送番組）ごとの時間・割合等について、各社のホームページで公表。

 テレビ通販番組についても、その割合が明示される形で公表。

背 景

放送法上、基幹放送については、放送が適切に社会的な機能･役割を果たすことができるようにするため、教養番組・教育番
組、報道番組、娯楽番組を調和させるようにする「番組調和原則」が求められている。

 しかし、その運用が必ずしも明確ではないという課題が従来から指摘。
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４－６ 有料放送における提供条件の説明義務等（平成２２年改正）

法改正の概要

受信者保護の観点から、有料放送事業者等に以下の義務を課し、違反した場合には、総務大臣による是正命令などの担保を
措置。

・有料放送業務の休廃止に係る受信者への事前周知義務（有料放送事業者）

・提供条件の概要の説明義務（有料放送事業者・有料放送管理事業者・契約代理店等）

・提供条件に対する苦情等の処理義務（有料放送事業者・有料放送管理事業者）

現 状

 ＩＣＴサービスの高度化・多様化・複雑化の進展に伴い、利用者からの苦情・相談件数は依然として多数。

平成26年12月、情報通信審議会答申「２０２０年代に向けた情報通信政策の在り方－世界最高レベルの情報通信基盤の更な
る普及・発展に向けて－」において、情報通信分野における消費者保護ルールの見直し・充実等に係る答申を受け、平成27年
5月、放送分野における受信者保護に係る制度整備を実施。施行日は未定。）。

具体的に、①書面の交付・初期契約解除制度の導入、②不実告知・勧誘継続行為の禁止等、③代理店に対する指導等を措
置。詳細は、Ｐ．４２を参照。

背 景

国民生活センターに寄せられた有料放送に関する苦情件数が、大幅に増加（※）。
（※）国民生活センターへの有料放送に関する苦情・相談件数
平成２０年度 約３０００件、平成１５年度 約１５００件、平成１０年度 約 ３３０件
苦情の内容は、訪問販売において「デジタル化でテレビが見られなくなる」などの不安を煽って契約を迫った事案等。

電気通信事業法には利用者保護規律が整備されている一方、放送法にはそのような規律がない中で、電気通信サービスと有
料放送を兼業する事業者が増加。
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４－６ 再放送同意に係る紛争処理に関するあっせん・仲裁制度の整備（平成２２年改正）

法改正の概要

事案の程度に応じた多様な紛争解決手続を選択可能とすることにより、紛争の迅速、円滑かつ専門的な処理を図るため、従
来からの総務大臣による「裁定」制度に加えて、電気通信紛争処理委員会による「あっせん」及び「仲裁」制度を新設。

※従来から紛争解決を専門的に取り扱ってきた電気通信紛争処理委員会の機能を活用したもの。

現 状

地上テレビジョン放送の区域外再放送に係る紛争は減少傾向にあり、「あっせん」「仲裁」に至る事案は少数。

（※）あっせんの実績 平成23年３件、平成24年２件、平成25年０件、平成26年３件
仲裁の実績 なし
裁定の実績 平成23年10件、平成24年０件、平成25年１件、平成26年０件

背 景

地上テレビジョン放送の再放送同意を巡る紛争が多様化・複雑化し、事案が増加。紛争の迅速・円滑かつ専門的な解決を行う
制度の必要性。
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民放関係

(1) 放送事業者の経営基盤強化計画の認定に係る制度の創設

(2) 認定放送持株会社の認定の要件の緩和

ＮＨＫ関係

(3) 国際放送の番組の国内放送事業者への提供業務の恒常化等

(4) ＮＨＫのインターネット活用業務の拡大

※ 平成19年放送法改正の附則において、法施行５年後の検討・見直しが求められていることを受けたもの。

近年における放送をめぐる社会経済情勢の変化等を踏まえ、経営基盤強化計画の認
定に係る制度を創設し、認定放送持株会社の認定の要件を緩和するとともに、日本放送
協会（ＮＨＫ）による国際放送の番組の国内提供やインターネット活用業務についても規
制緩和を行う。（平成２６年６月２７日公布）

趣旨

主な改正事項

平成27年４月１日施行（(3)の一部については公布の日）

施行期日

４－７ 平成２６年放送法改正の概要（放送法及び電波法の一部を改正する法律／平成26年法律第96号）37



現行制度：放送対象地域ごとに異なる放送をすることが前提 新たな制度：異なる放送対象地域において放送番組の同一化を可能に

○ 経済事情の変動により放送系の数の目標の達成が困難となるおそれがある等と認められる地域を、放送の区分ごとに「指
定放送対象地域」として総務大臣が指定することができることとする。（第116条の２）

○ 「指定放送対象地域」に係る基幹放送事業者は、業務の合理化や組織の再編成等による収益性の向上を図る「経営基盤
強化計画」を作成し、総務大臣の認定を受けることができることとする。（第116条の３、第116条の４）

○ 計画の認定を受けた者に対する放送法・電波法の特例措置を規定。
・ 再免許等の審査に際し、経理的基礎審査を免除。（第116条の５）
・ 異なる放送対象地域において同一の放送番組を放送することを可能とする。（第116条の６）
（※）地域性確保のための代替措置（例：災害時に当該地域向け放送を行う体制の確保）を求める。

・ 認定を受けた基幹放送事業者については、役員兼任規制における兼任割合の緩和を特例として認める。（省令で規定）

改正内容

地域経済の低迷等に起因して放送事業者の経営状況が悪化する中、経営基盤の強化に取り組む事業者の放送が、地

域住民の生活に必要な基幹メディアとして存続できるようにするための制度を創設する。

同一放送番組

メリット
・ 番組制作費の削減
・ 番組の送出設備
（マスター）等の統合

・ 県境の中継局設備
設置の効率化

Ｘ県 Ｙ県異なる放送番組

放送事業者

ＡＡ
チャン
ネル

放送

Ｂ

ネル

Ｂ
チャン
ネル

放送

放送事業者

Ｘ県 Ｙ県

趣旨

４－７ 平成２６年放送法改正の概要（経営基盤強化計画認定制度） 38



改正内容

・ 認定放送持株会社の資産要件の緩和（第159条第２項第３号）

※ 総資産の1/2超 : 子会社基幹放送事業者等の「株式」 → 株式その他傘下の放送事業者の適切な経営管理を行うために必要な資産

・ マスメディア集中排除原則における役員等の定義の一層の明確化・柔軟化等（第２条第31号、第32号等）

※ 企業ガバナンスの態様や法人制度の多様化等を踏まえ、役員等の概念を明確・柔軟に規定できるようにする。

議決権の保有：

・ マスメディア集中排除原則では1/3まで可
（注）放送対象地域が異なる場合

・ 持株会社は1/2超100％まで（子会社化）可
（注）最大12まで

地域経済の低迷等により、ローカル局において、株主等を地元で確保することが困難化。

背景

○マスメディア集中排除の一般原則（議決権保有は1/3まで）は堅持しつつ、持株会社制度のもとで議決権保有が可能な範囲を拡大。

○ その他の規制の見直し

（第158条第２項、第159条第１項等）

※ 併せて、役員
兼任が可能
な範囲も拡大。

現行制度 改正案

持株会社による株式引受けを拡大

・ マスメディア集中排除原則の一般原則（1/3まで可）
は変更せず。

・ 持株会社は1/3超1/2以下の議決権保有も可能化。
（注）1/2超の保有を含め最大１２まで

議決権保有が
可能な範囲

一般に可能

1/21/30 100

子会社化新たに持株
会社で可能に

議決権保有が
可能な範囲

0 1/21/3 100

子会社化：持株会社は可能一般に可能

不
可

４－７ 平成２６年放送法改正の概要（認定放送持株会社の認定要件の緩和） 39



現行

ＮＨＫオンデマンド
（有料）

必須業務に
附帯する業務

ＮＨＫオンライン
（無料）

個別に総務大臣が
認可する業務
（試行的業務）

ラジオ放送の同時配信
（らじる★らじる）

オリンピックの放送対象外競技の
ライブ配信

大規模災害時の
番組同時配信

国際放送の同時配信

放送した番組の
インターネット配信業務

放送・通信連携サービス
（ハイブリッドキャスト）

実施基準（大臣認可） ○ ブロードバンドの普及に伴う国民・視聴者のニーズの多様化・高度化等
○ 任意業務として提供されるインターネット活用業務の位置付けを整理し、
規律を簡素化、明確化、透明化する必要性

改正後

ＮＨＫオンデマンド
（有料）

ＮＨＫオンライン
（無料）

ラジオ放送の同時配信
（らじる★らじる）

オリンピックの放送対象外競技の
ライブ配信

大規模災害時の
番組同時配信

国際放送の同時配信

インターネット活用業務

放送・通信連携サービス
（ハイブリッドキャスト）

○ 総務大臣の認可を受けてＮＨＫが定める実施基準に従い実施するものとし、認可基準（公共性があること、規模が過大でないこと等）を定める。
○ 事後的な規律を導入する。 （第20条第９項、第10項）
・ 実施基準が認可基準に適合しなくなった場合における認可の取消しを法定するとともに、認可の取消しにより利用者に不測の不利益が生じな
いよう総務大臣による実施基準の変更勧告を前置することとする。（第20条第11項、第12項）
・ ＮＨＫ自身が少なくとも３年ごとに業務の実施状況の評価を行うよう努めることとする。（第20条第13項）

ラジオや国際放送の
同時配信等を含め
恒常的な業務
として実施可能に
(第20条第２項
第２号、第3号等)

新たな業務

「放送した番組」のイン
ターネット配信のみが
恒常的な業務

実施基準（大臣認可）

背
景

４－７ 平成２６年放送法改正の概要（ＮＨＫのインターネット活用業務の拡大） 40



○放送法及び電波法の一部を改正する法律案に対する附帯
決議（平成二十六年五月二十七日衆議院総務委員会）

政府及び日本放送協会は、次の事項について、十分配慮すべきである。

一 基幹放送事業者が認定経営基盤強化計画に従って放送番組の同一化を行う
場合において、地域性が著しく後退しないよう講ずる地域性確保措置については、
政府において、有効な当該措置となり得る典型例を示すなど、透明性や予見可
能性を高めるための取組を行うこと。

二 認定放送持株会社の認定の要件の緩和については、マスメディア集中排除原
則が放送の多元性・多様性・地域性の確保に大きな役割を果たしてきたことに鑑
み、マスメディア集中排除原則の趣旨が損なわれることがないよう十分に配慮す
ること。また、複数の情報メディアを支配することにより、表現の多様性が損なわれ
ることがないよう、マスメディア集中排除原則については、今後の通信と放送に関
する法体系において、総合的な検討を行うこと。

三 認定放送持株会社が傘下に置くことが可能な基幹放送事業者の範囲を拡大
することにより、ネットワーク系列内での資本的つながりが強化されることとなるが、
地域性の確保の観点から、政府は、ネットワーク系列ローカル局における番組の
自社制作比率が低下しないように留意すること。

四 政府は、協会がインターネット活用業務を行おうとするときに定める実施基準の
総務大臣の認可に関し、国民・視聴者や利害関係者からの意見、苦情等につい
ては適切に対応すること。また、協会は、インターネット活用業務について、少なく
とも三年ごとに行うとされている実施状況評価を着実に実施すること。

五 世界各地での協会のテレビ国際放送（ＮＨＫワールドＴＶ）の認知度は、必ずし
も高いとは言えない状況であることから、協会は、国際放送の番組の質の向上等
に務め、認知度向上に一層努力すること。また、海外の受信環境の整備等につ
いては協会による取組だけでは自ずと限界があることから、我が国の情報発信強
化のため、政府全体として支援すること。

六 日本特有の文化や流行を海外に発信することが、海外需要開拓支援の推進、
ソフトパワー外交の基盤となることから、放送コンテンツのインターネット配信につ
いて、日本の放送局や番組製作会社と周辺産業の連携、新規参入の促進等を
進めること。

七 災害放送をはじめとする地域情報のさらなる充実を図るため、周波数逼迫地域
等における新たな周波数確保など、コミュニティ放送の一層の普及を図ること。
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○放送法及び電波法の一部を改正する法律案に対する附帯
決議（平成二十六年六月十九日参議院総務委員会）

政府及び日本放送協会は、本法施行に当たり、次の事項についてその実現に努め
るべきである。

一、民間放送事業者の経営状況が厳しい環境にある中で、我が国の放送が、今後とも
持続可能な経営環境の下、放送の地域性、多元性等が適切に確保され、災害情
報の提供等、国民・視聴者に対し、重要な公共的役割を果たしていくことが可能と
なるよう、特段の配慮を行うこと。

二、特定放送番組同一化を行うに当たっての地域性確保措置については、事業者の
自主自律により、適切な措置が講じられるよう、政府は、放送番組に対する住民の
ニーズを十分見極めつつ、透明性・予見可能性を高めるための取組を行うこと。

三、認定放送持株会社の認定要件の緩和については、マスメディア集中排除原則が
放送の多元性、多様性、地域性の確保等に大きな役割を果たしてきたことに鑑み、
同原則の趣旨が損なわれることがないよう十分に配慮すること。特に、要件緩和に
よるグループ経営基盤の強化後においても、引き続き放送の地域性が確保される
よう、系列ローカル局における自社制作番組比率の維持等に留意すること。また、
同原則については、特定事業者による情報メディアの複数支配により、表現の多様
性が損なわれることがないよう、今後の通信と放送をめぐる環境変化に応じて、総合
的な検討を行うこと。

四、協会のインターネット活用業務については、その実施基準の認可及び認可基準の
策定に当たって、利害関係者はもとより、広く国民・視聴者の意見を聴取し、寄せら
れた意見等に適切に対応すること。また、協会は、同業務について、事業計画及び
業務報告書への明記や同業務の勘定に係る財務諸表の公表などにより、その透明
性を確保するとともに、少なくとも三年ごとに行う実施状況評価を着実に実施し、評
価結果に基づき業務改善に取り組むこと。

五、海外における協会のテレビ国際放送については、協会は、その認知度向上に向
け、番組の質の向上や受信環境の整備等に一層努めるとともに、政府は、我が国
の情報発信強化のため、協会の行う受信環境整備の取組に対して一体となって必
要な支援を行うこと。

六、放送コンテンツについては、日本文化等の海外への発信が、海外需要の開拓や
我が国の国際的地位向上に資することから、放送局や番組制作会社と周辺産業の
連携の推進、コンテンツ二次利用に係る権利処理の円滑化、海外における「放送
枠」の確保等、放送コンテンツの海外展開の促進のための措置を講じること。

七、災害放送を始めとする地域情報の更なる充実を図るため、周波数逼迫地域等に
おける新たな周波数確保など、コミュニティ放送の一層の普及を図るとともに、ラジ
オ放送事業者と地方公共団体の連携の推進に努めること。

４－７ 平成２６年放送法改正の概要（衆・参の附帯決議）



 「日本再興戦略」（平成25年6月閣議決定）や「情報通信審議会答申」（平成26年12月）を踏まえ、2020年代に向けて、我が国の世界最高水準のICT
基盤を更に普及・発展させ、経済活性化・国民生活の向上を実現するため、電気通信事業法、電波法と併せて、放送法の改正を実施

 放送法では、有料放送サービスの受信者の保護のため、① 書面の交付・初期契約解除制度の導入、② 不実告知等・勧誘継続行為の禁止、

③ 代理店に対する指導等の措置について、新たな規定を整備。制度の概要は以下のとおり。（電気通信サービスについても、電気通信事業法で

同様の改正を措置）

４－８ 平成27年放送法改正の概要（電気通信事業法等の一部を改正する法律／平成27年法律第26号）

○ 書面交付義務
（改正放送法第150条の2）

契約の締結後に、個別の契約内容を容易に
確認できるよう、有料放送事業者に対し、契約
締結書面の交付を義務付け

○ 初期契約解除制度
（改正放送法第150条の3）

料金等が複雑で理解が困難といった特性がある
サービスについて､受信者は、契約締結書面受領
後等から８日間は､相手方の合意なく契約解除で
きる制度を導入

 契約後に、料金等を熟慮する期間を設けるこ
とで、自らに適したサービスを安心して選択し
利用できる環境を整備

○ 不実告知等の禁止
（改正放送法第151条の2第1号）

有料放送事業者及びその代理店に対し、料
金などの受信者の判断に影響を及ぼす
重要な事項の不実告知や事実不告知を禁止

 事実でないことを信じた結果、望まない
契約をしたり、契約の解除が困難となる
事態を防止

○ 勧誘継続行為の禁止
（改正放送法第151条の2第2号）

有料放送事業者及びその代理店に対し、勧誘
を受けた者が契約を締結しない旨等の意思を
表示した場合、勧誘を継続する行為を禁止

 執ように勧誘された結果、望まない契約を
締結してしまうことを防止

○ 代理店に対する指導等の措置
（改正放送法第151条の3）

契約時の提供条件の説明
※
など、代理店によ

る契約締結に関する業務が適切に行われるよう
にするため､有料放送事業者に対し、代理店へ
の指導等の措置を義務付け

 有料放送事業者が代理店の業務に関する
研修、監査等を行うことにより、受信者が自ら
に適したサービスを安心して選択できる環境
を整備

※ 提供条件の説明： 現行制度上、有料放送
事業者及びその代理店は、サービスの提供を
受けようとする者に対し、料金等の提供条件
の概要を説明する義務 （パンフレッ トで可）
が課されている。

① 書面の交付・初期契約解除制度の導入 ② 不実告知等・勧誘継続行為の禁止 ③ 代理店に対する指導等の措置

 公布 ： 平成２７年５月２２日
 施行 ： 公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日
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５．最近の動向



５－１ デジタル難視対策等の完了

平
成
15
年
12
月

平
成
18
年
12
月

平
成
23
年
7
月

平
成
24
年
3
月

平
成
27
年
3
月

三
大
都
市
圏
で
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
開
始

全
国
で
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
開
始

44
都
道
府
県
で

東
北
３
県
で

衛
星
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
終
了

③ デジアナ変換サービスを実施していた４５４施設・３３１事業者（デジアナ変換視聴可能世帯 約2,571万世帯 （平成２７年１月時点））

について、平成２７年１月末から４月末までに全て終了。

① アナログ放送終了後の課題であった「デジタル難視」全体（新たな難視、デジタル化改修共聴、デジタル混信）の対策実施

世帯数は、全国で約２７．５万世帯。これらについて、平成２７年３月末までに対策が完了。

② 対策完了までの間暫定的に実施していた「衛星セーフティネット」（ピーク時には約１１万世帯が利用）については、終了の

告知をテレビ画面表示や文書送付により丁寧に実施。混乱なく、予定どおり平成２７年３月末に放送を終了。

○ 福島原発避難区域（被災1３市町村）については、避難区域解除等による避難住民の帰還状況に応じて適時適切な対策
を実施するため、平成２７年度以降も継続実施。

○ デジタル混信（外国波等他の電波の影響による受信障害）については、今後も一部地域において発生する可能性がある

ため、当面の間、混信が発生した場合の受信相談や対策を実施する体制を平成２７年度以降も継続。

ア
ナ
ロ
グ
放
送
終
了

ア
ナ
ロ
グ
放
送
終
了

平成21年4月～ 難視対策実施

平成22年3月～ 衛星セーフティネットの実施

平成23年2月～ デジアナ変換対策の実施

①

②

③

デジタル難視対策の完了、衛星セーフティネットの終了等

ケーブルテレビのデジアナ変換対策の終了

デ
ジ
ア
ナ
変
換
の
終
了

平
成
27
年
４
月
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ＶＨＦ帯 ＵＨＦ帯

９０～１０８ＭＨｚ １７０～２２２ＭＨｚ ４７０～７７０ＭＨｚ

アナログテレビ
（１～３ｃｈ）

アナログテレビ
（４～１２ｃｈ）

アナログテレビ
（１３～６２ｃｈ）

７１０ ７７０９９ １０８ ４７０９０

ＦＭ補完
中継局等

放送
（移動体向け等）

ガード
バンド

デジタルテレビ
（１３～５２ｃｈ）

・携帯電話
・ＩＴＳ

自営通信
（安心・安全）

１７０

５－２ 移動受信用地上基幹放送の周波数割当て

「移動受信用地上基幹放送」とは、「自動車その他の陸上を移動するものに設置して使用し、又は携帯して使用するための

受信設備により受信されることを目的とする基幹放送であつて、衛星基幹放送以外のもの」（放送法第２条第１４号）であり、

地上デジタル放送への移行により生み出された周波数で行われる移動体向けの新しい放送サービス。
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（Ｖ－Ｈｉｇｈ放送）

Ｖ－Ｌｏｗ
マルチ
メディア
放送

２０２．５ ２０７．５ ２２２



５－３ V-Lowマルチメディア放送のサービスイメージ

リアルタイム型放送リアルタイム型放送

■全ての視聴者が同時に受信設備において
視聴することができる形態の放送

■受信者があらかじめ受信設備に蓄積させ
ておくことにより、蓄積後の任意の時間に
視聴することができる形態の放送

46

V-Lowマルチメディア放送は、携帯端末や車載型の受信機で、移動しながらでも情報を入手でき

る「携帯性・移動性」と、不特定多数に対して同時に情報を提供することができる「放送」という機能

を有する新たなメディアである。また、公共向けのデジタルサイネージへの利用も可能である。

全国７つの地方ブロックを対象とし、地域密着の生活情報や安心安全情報等を放送する。

蓄積型放送蓄積型放送

スマートフォン

タブレット端末防災ラジオ 自動販売機

デジタルサイネージ

スマートフォン

タブレット端末

※映像、音響、データ等の様々な情報を組み合わせて放送することが可能。

カーナビ



平成25年９月 「V-Lowマルチメディア放送及び放送ネットワークの強靱化に係る周波数の割当て・

制度整備に関する基本的方針」の公表（9月27日）

12月 制度整備に係る改正省令等公布・施行（12月10日）

【 ハード事業関連 】

平成25年12月 ハード事業者の認定申請の募集（12月25日～2月3日）

平成26年７月 全国７地域※について（株）VIP（ハード事業者）の開設計画を認定（7月15日）
（※ 北海道、東北、関東・甲信越、東海・北陸、近畿、中国・四国、九州・沖縄）

平成27年６月 九州・沖縄地域の親局予備免許の交付（6月12日）

７月 関東・甲信越地域の親局予備免許の交付（7月10日）

10月 近畿地域の親局予備免許の交付（10月16日）

→ その他の無線局も申請され次第、審査し、予備免許を交付

【 ソフト事業関連 】

平成27年６月 九州・沖縄地域及び関東・甲信越地域のソフト事業者の認定申請の募集（6月11日～7月10日）

平成27年９月 近畿地域のソフト事業者の認定申請の募集（10月1日～11月2日）

10月 九州・沖縄地域及び関東・甲信越地域のソフト事業者の
認定に係る電波監理審議会への諮問・答申（10月14日）

→ その他の地域も無線局の免許申請状況を踏まえ、
順次ソフト事業者を募集、審査、認定

北海道地域

東北地域

関東・甲信越地域

東海・北陸地域

近畿地域

中国・四国地域

九州
・沖縄地域

・・・103.5～108 MHz

・・・ 99～103.5 MHz

各地域毎に
９セグメント(4.5MHz)割当て

関東・甲信越 ・・・ 東京マルチメディア放送（株）（６セグ）

九州・沖縄 ・・・ 九州・沖縄マルチメディア放送（株）（６セグ）

申請のあったソフト事業者

47５－４ Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送に関する経緯



５－５ 放送コンテンツ海外展開の総合戦略

○BEAJの協力の下、日本の魅力あるコンテンツを継続的に発信するモデル事業を実施
（平成25年度補正予算「放送コンテンツ海外展開強化促進モデル事業」： 21億円）

○平成25年８月 一般社団法人放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ）設立
→ 放送コンテンツの海外展開をサポートする官民連携の推進体制の確立

上記の基本戦略に基づき、以下の３つの類型のモデル事業を実施

• 当面は、アジア等の新興国を最重要地域と位置づけ
• 国家戦略としての「ビジット・ジャパン戦略」、「クール・ジャパン戦略」に貢献
• 地域の幅広いプレイヤーを巻き込み「地方の創生」を目指す

基本戦略

①地上波テレビ放送枠を活用したコンテンツの発信

②衛星プラットフォーム（24時間日本番組専門チャンネ
ル）を活用したコンテンツの発信

③地方発の産業振興・地域活性化を目的とした放送
コンテンツの発信

ASEAN６ヶ国の地上波という
マス媒体で継続的に放送

ASEAN複数国の富裕層に対して継
続的に放送

地方の創意工夫を活かした
ユニークなコンテンツの放送

○「2018年度までに放送コンテンツ関連海外市場売上高を現在（2010年度：66.3億円）の約３倍に増加させる」
（「日本再興戦略」（平成２５年６月１４日閣議決定） ）
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２．体制の確立

１．政府全体としての戦略



５－６ 放送コンテンツの海外展開

これまでの取組（例）

○ 関係省庁（総務省・経産省・外務省・観光庁）が密接に連携しながら、コンテンツ製作・現地化（字幕付与等）から海外での
発信・プロモーション活動まで、一体的、総合的かつ切れ目なく支援を実施（16.5億円（4省庁合計で109.9億円） ） 。

放送コンテンツ海外展開の目指すもの

「地方の創生」

「ビジット・ジャパン戦略」

「クール・ジャパン戦略」

国家戦略への貢献
様々な分野への波及

放送コンテンツ
の国際展開

地域経済活性化に資する放送コンテンツ等海外展開支援事業（Ｈ26補正）

•日テレとマレーシアMediaPrimaによる
共同製作。日本各地の観光地や食・文化を、
マレーシア人タレントが鉄道を通じて紹介。

•取材地選定等で観光庁・JNTOから協力。
また、高速鉄道のPRを目的として新幹線を
取材。

番組で取り上げた新幹線

• JKT48(※)が日本各地の魅力を紹介する

旅・情報番組を日本のキー局・地方局が
協力し製作。

日本での収録模様

※ＪＫＴ４８： ジャカルタを中心に活動するインドネシアの
女性アイドル。秋元康プロデュース。

•高市総務大臣のバンコク訪問
（４月２９日～５月２日）にあわせて、
日・タイの関係者から双方のニーズ
把握や共同製作等に向けた
ビジネスマッチングを実施。

会場の様子

◆マレーシア
「Welcome To The Railworld」（日テレ）

◆インドネシア
「Yokoso JKT48」（電通）

◆タイ
放送コンテンツビジネスマッチング会議

○外国人観光客の誘致
○ファッション、日本食文化の紹介
○伝統工芸品・先端技術のアピール

等
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５－７ スマートテレビとは 50

○スマートテレビとは、インターネット経由の豊富なアプリやコンテンツが放送番組と連動してわかりやすく表示可
能なテレビ。

○スマホやタブレットとの連携も可能であり、例えばテレビを見ながら、放送番組に関連する詳細な情報や動画を
表示することが可能。

参考：2013年9月よりNHK、2014年より一部民放がスマートテレビサービス「ハイブリッドキャスト（放送通信連携技術を用いた放送）」の24時間サービスを開始。



５－８ スマートテレビなど放送とネットの連携を取り巻く動向

出所）ニールセン（2014年）

男性
15-19歳

男性
20代

男性
30代

女性
15-19歳

女性
20代

女性
30代

全体
15-69歳

メディアへの接触時間（分） YouTube利用者数（千人）

ＴＶ

PC, タブレット, 
携帯, スマホ

PC
スマホ

出所）博報堂DYメディアパートナーズ（2014年）

スマートテレビの世帯普及予測

日本におけるインターネットシフト、スマホシフト

2020年度には1,339万世帯に
スマートテレビが普及する見込み。

インターネット利用時間がテレビ視聴時間よりも長時間化するとともに、動画をスマートフォンで視聴する
ユーザが増加しているなど、インターネットシフト、スマホシフトが進んでいる。

スマートテレビの普及予測
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解像度 画面サイズ（例） 実用化状況

２Ｋ

４Ｋ

８Ｋ

約２００万画素

1,920×1,080
＝ 2,073,600

約８００万画素

3,840×2,160
＝ 8,294,400

約３，３００万画素

7,680×4,320
＝33,177,600

３２インチ等

５０インチ等

映画・実用放送・VOD
（デジタル制作・配信）

実験段階
（パブリックビューイング）

テレビ
（ＨＤＴＶ：地デジ等）

２Ｋの４倍

２Ｋの１６倍

約2,000 = 2K

約4,000 = 4K

約8,000 = 8K

８５インチ等

● 地上放送のデジタル移行が完了（2012年3月末）し、放送が完全デジタル化。ハイビジョンの放送インフラが整備。

● 現行ハイビジョンを超える画質（いわゆるスーパーハイビジョン）の映像の規格が標準化（2006年、ＩＴＵ（国際電気通信連合））。

規格は、「４Ｋ」「８Ｋ」（Ｋは1000の意。）の二種類（現行ハイビジョンは「２Ｋ」）。

● ４Ｋは現行ハイビジョンの４倍、８Ｋは同じく１６倍の画素数。高精細で立体感、臨場感ある映像が実現。

５－９ ４Ｋ・８Ｋとは 52



現行ハイビジョン（２Ｋ）

シーンの一部分を見るには
（コンテンツ側で）
ズームする必要

シーンの一部分を見るには
（コンテンツ側で）
ズームする必要

シーンの一部分も
画面に近づいて
精細な画像で視聴可能

シーンの一部分も
画面に近づいて
精細な画像で視聴可能

本体映像＝画面全体

画面全体を視聴

本体映像＝画面全体

画面全体を視聴

○ 大画面化とスマートテレビ化により、「本体映像」と「関連情報」を一画面で見る視聴形態が拡大する可能性。
○ こうした新たな視聴形態への対応には、４Ｋ・８Ｋによる高精細化が不可欠。

本体映像＝画面の一部

関連情報とともに視聴

本体映像＝画面の一部

関連情報とともに視聴

＊画像はホームページより転載

○ 高精細な映像により、視野角が大幅に広くなり、高い臨場感を体感。

○ 画面からの視聴距離が近くなっても、高画質で視聴可能。高い実物感を体感。

4K／スマートテレビ

↑ テレビ番組

関連情報１

関連情報２

4K／スマートテレビ

５－1０ 超高精細映像、大画面の魅力 53



２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 ２０２０年 ２０２５年頃

１２４/１２８
度ＣＳ

８Ｋに向けた実験的取組

８Ｋに向けた実験的取組

衛

星

ケーブル
テレビ

ＩＰＴＶ等

４Ｋ・８Ｋ
試験放送

（注１）ケーブルテレビ事業者がIP方式で行う放送は「ケーブルテレビ」に分類することとする。
（注２）「ケーブルテレビ」以外の有線一般放送は「IPTV等」に分類することとする。
（注３）ＢＳ右旋での４Ｋ実用放送については、４Ｋ及び８Ｋ試験放送に使用する１トランスポンダ（ＢＳ１７ｃｈ）を含め2018年時点に割当て可能なトランスポンダにより実施する。この際、周波数使用状況、技術進展、参入希望等を

踏まえ、使用可能なトランスポンダ数を超えるトランスポンダ数が必要となる場合には、ＢＳ１７ｃｈを含め２トランスポンダを目指して拡張し、ＢＳ右旋の帯域再編により４Ｋ実用放送の割当てに必要なトランスポンダを確保す
る。

（注４）ＢＳ左旋及び110度ＣＳ左旋については、そのＩＦによる既存無線局との干渉についての検証状況、技術進展、参入希望等を踏まえ、2018年又は2020年のそれぞれの時点において割当て可能なトランスポンダにより、４Ｋ
及び８Ｋ実用放送を実施する。

（注５）2020年頃のBS左旋における４Ｋ及び８Ｋ実用放送拡充のうち８Ｋ実用放送拡充については、受信機の普及、技術進展、参入希望等を踏まえ、検討する。

ＢＳ
（右旋）

ＢＳ
（左旋）

１１０度ＣＳ
（左旋）

（ＢＳ17ch）

トラポンの
追加割当

４Ｋ
実用放送

４Ｋ・８Ｋ
実用放送

トラポンの
追加割当

＜目指す姿＞

・2020年東京オリンピック・

パラリンピック競技大会

の数多くの中継が４Ｋ・８

Ｋで放送されている。

・全国各地におけるパブ

リックビューイングにより、

2020年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大

会の感動が会場のみで

なく全国で共有されてい

る。

・４Ｋ・８Ｋ放送が普及し、

多くの視聴者が市販の

テレビで４Ｋ・８Ｋ番組を

楽しんでいる。

（ＢＳ17chを含め、

２トラポンを目指す）

が進捗

＜イメージ＞

・４Ｋ及び８Ｋ実用
放送のための伝
送路として位置付
けられたＢＳ左旋
及び110度ＣＳ左
旋において多様な
実用放送実現
・右旋の受信環境
と同程度に左旋の
受信環境の整備
が進捗

５－11 ４Ｋ・８Ｋ推進のためのロードマップ（2015年７月公表） 54

４Ｋ
試験放送

４Ｋ
実用放送

４Ｋ
実用放送

４Ｋ試験放送
４Ｋ

実用放送

４Ｋ
実用放送

４Ｋ試験放送

4K VOD実用
サービス

４Ｋ試験放送

4K VOD
トライアル



５ー12 ４Ｋテレビの世帯普及率（試算）と４Ｋ・８Ｋの経済効果

 ４Ｋテレビは、２０２０年時点で約２，６００万台普及し、

国内の世帯普及率は約５０％と予測。

 ４Ｋ・８Ｋ技術の国内における潜在市場規模（2020年前後の

直接効果）は約3兆8000億円程度。

 ４Ｋ・８Ｋ技術の国内経済効果（直接効果＋間接効果）は約9

兆円。

 2013年～2020年の国内経済効果は累計36兆円程度、2013

年～2025年では累計81兆円程度と推計。

■ 「４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合 第二次中間報告」（２０１５年７月改訂）において、

４Ｋテレビの普及予測及び４Ｋ・８Ｋの経済効果の試算を公表。
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年 オリンピック 導入された主な放送技術の内容

1964 東京

カラー放送＊１、衛星国際中継＊２、スローモーションＶＴＲ、マラソンの生
中継、接話マイク等
＊1：開会式及びバレーボール、体操、柔道など8競技
＊2：衛星中継で米国に伝送。米国からビデオテープが欧州等に
空輸され、21カ国で放送

1972 札幌（冬季） 全競技をカラー放送で放映

1988 ソウル ハイビジョン中継の導入

1992 バルセロナ
ハイビジョン中継の本格化
デジタル放送導入（日本は未開始）

1996 アトランタ スーパースローモーションの導入

1998 長野（冬季） 大半の競技がハイビジョン映像に

2004 アテネ ハイビジョン国際共同制作の実施

2008 北京 全競技がハイビジョン映像に （中国で地上デジタル放送開始）

2012 ロンドン
スーパーハイビジョンの伝送実験（パブリックビューイング）
３Ｄ放送

2014 ソチ（冬季） ハイブリッドキャストによるタイムシフト等の実施

1953
テレビ、本放送開始
（ＮＨＫ、日本テレビ放送網）

１９６０ ＮＨＫ、カラー放送開始

1971 ＮＨＫの全放送がカラー化

（参考：日本の放送の状況）

2000 ＢＳデジタル放送開始

2003 地上デジタル放送開始

1989
衛星放送（本放送：アナログ）
開始

1991
ハイビジョン（アナログ）
試験放送開始

1994
ハイビジョン（アナログ）
実用化試験放送開始

2011
ＢＳアナログ放送、地上アナログ放
送終了（被災３県除く）

2012 地上デジタル放送移行完了

2014
４Ｋ試験放送開始（CS、CATV、
IPTV）

2015
４Ｋ実用放送開始（CS、 IPTV、
CATV（12月予定））

○ 世界中で多くの人々がテレビ観戦を楽しむオリンピックは、テレビ受信機の需要が高まる機会であるとともに、放送技術の進
展においても重要な役割を果たしてきた。

５－13 オリンピックと放送技術のあゆみ 56



５－14 災害時における放送の有用性

東日本大震災の際は、発生直後から、テレビ・ラジオともに特別編成番組へ移行。長期間にわたり、被災情報、
安否情報、生活情報など、必要とされる情報を提供し続けた。
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51%

21%

19%

7%

1% 1%

◆地震発生後、最初に利用したメディア

その他
新聞

インターネット

ワンセグ

テレビ

ラジオ

42%

40%

8%

6%

1% 3%

◆地震発生時の居場所

職場や学校

その他

自宅・職場・学
校以外

自宅

公共交通機関

自動車の中

ＮＨＫ放送文化研究所「放送研究と調査」2011年9月号より
・2011年5月25日～6月3日実施
・岩手、宮城、福島、青森、茨城在住 18～49才男女（調査会社のモニターから抽出） 計3152名

・震災１時間後、家中の電池をかき集めてラジオのニュースを聞いた。（青森・男２０代）

・避難した小学校では底冷えがひどく、寒さをまぎらわすためにラジオを聞いた。眠れない深夜に人の声
を聞き続けることで安心できた。（宮城・女２０代）

・メディアはラジオしかなく、地震速報、被害状況、道路事情など錯綜する情報が断片的に伝えられるの
みで、沿岸部に関する有益な情報は得られなかった。（宮城・男４０代）

・停電が続いたので家族みんなでコタツに入り、懐中電灯の灯りの中でラジオの地震情報を聞いた。
普段からよく聞いていて聞きなれた声なので安心感があった。（岩手・女２０代）
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30
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34

13
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6
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31

41
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7

5

7

16

7

2

1

3

5

2

1

1

21

3

2

49

18

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新聞

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

テレビ

ワンセグ

ラジオ

地震発生直後 翌日 翌々日～１週間

３月下旬 ４月上中旬 利用していない

◆震災後の利用メディアと利用開始時期



５－15 ラジオ放送の難聴のパターン

 電子機器等の普及や建造物の構造の変化（高層化・堅牢化）により、都市部においてラジオの難聴が生じて
いる。また、山間部や離島等地理的・地形的な要因による難聴、外国波混信による難聴も依然として存在。

 特に、ＡＭラジオは、周波数及び伝送方式の特性から外国波による混信を受けやすい。

①都市型難聴 ②地理的・地形的難聴 ③外国波混信による難聴

ガー

ガー

ピー
ザー

ガー
ピー

地表波が山岳等を超える際に減衰するこ
とで、受信に必要な電界強度が確保でき
ず、良好な受信が困難となる。

中波は、昼間は地表波で伝搬し、長距離
伝搬しないが、夜間は電離層の反射波に
より長距離伝搬するため、外国波が到達
することにより、混信が発生し、良好な受
信が困難となる。

ビル等の建築物による遮蔽や、電波を透
過しないコンクリート壁による電界低下。
電子機器類からの電気雑音の影響によ
り、良好な受信が困難となる。

電離層

外国波

外国波

ラジオ送信所

外国の
ラジオ
送信所

混信

※都市型難聴については、近年の建築物の
堅牢化や電気雑音の影響により増加。
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５－16 ＦＭ方式によるＡＭラジオ放送の補完中継局について

外国波との混信に
よる難聴対策を開
設目的とするもの

地形的原因で生じる遮へいによる受信障害対策
又は地理的原因による受信障害対策を開設目的
とするもの

ＡＭ放送局 ＡＭ放送局

ＡＭ放送局

補完中継局

補完中継局

②外国波混信対策

③地理的・地形的難聴対策

補完中継局

外国のＡＭ放送局

ＡＭ波 ＦＭ波

建築物による遮へ
いによる電界強度
の低下又は電気雑
音の影響等の要因
による受信障害対
策を開設目的とす
るもの

ＡＭ放送局

補完中継局

①都市型難聴対策

④災害対策

中波放送の放送設備が
災害発生時に被害を受
け、放送の継続が困難
となる事態への対策を
開設目的とするもの

ＡＭ放送局

ＡＭ放送局

補完中継局

・補完中継局は、難聴対策又は災害対策の必要性が認められる場合に限り開設できるもの。

・「難聴」とは、「中波放送を行う基幹放送局の地上波電界強度を定める件」に規定するＡＭラジオ放送の法定電界強度を満た
さない地点、又は電気雑音の影響や外国波混信等によりＡＭラジオ放送の聴取が困難と判断される地点が、継続的かつ一
定程度の連続性をもって地域的に存在する状態と定義。
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５－17 放送設備における安全・信頼性の確保

認定基幹放送事業者、特定地上基幹放送事業者、基幹放送局提供事業者、登録一般放送事業者は、設備に起因す
る放送の停止その他の重大な事故であって総務省令で定めるものが生じたときは、その旨をその理由または原因と
ともに、遅滞なく、総務大臣に報告しなければならない。（放送法第113、122、137条）

放送法の改正（平成23年６月30日施行）により、放送設備の安全・信頼性の確保を図るため、重大な事故に関する報告制度を整備。
また、重大な事故以外の全ての放送停止事故※１についても、半年または１年ごとに各事業者から報告。

認定基幹放送事業者、特定地上基幹放送事業者、基幹放送局提供事業者は半年ごと、登録一般放送事業者は１年
ごとに、設備の状況について総務大臣に報告しなければならない。（放送法施行規則第127、159条）

※２ 認定基幹放送事業者はソフト事業者、特定地上基幹放送事業者はハード・ソフト一致事業者、基幹放送局提供事業者はハード事業者

報告が必要な重大な事故（放送法施行規則第125、157条）（要約）

※１ 有線一般放送については、放送の停止を受けた利用者の数が500以上または利用者の
過半数に影響が及び、かつ、放送の停止時間が2時間以上の事故が報告対象

重大な事故の報告

全ての放送停止事故※１に関する報告

地上基幹放送 移動受信用地上基幹放送 衛星基幹放送 衛星一般放送 有線一般放送

・地上デジタル放送
・中波放送
・超短波放送
・短波放送
・コミュニティ放送

・マルチメディア放送
（Ｖ－Ｌｏｗは空中線電力５００Ｗ
超、Ｖ－Ｈｉｇｈは空中線電力３Ｗ
（非再生中継方式局は５０Ｗ）超）

・ＢＳ放送
・東経１１０度ＣＳ放送

・東経１２４/１２８度ＣＳ放送　等 ・ケーブルテレビ

報告の対象

停止時間
親局：１５分以上
（コミュニティ放送の親局は２時間以上）
重要な中継局：２時間以上

親局：１５分以上
中継局：２時間以上

１５分以上 ２時間以上 ２時間以上

影響利用者数 － － － － ３万以上

放送の種別

基幹放送事業者（認定基幹放送事業者、特定地上基幹放送事業者、基幹放送局提供事業者）※２ 登録一般放送事業者

設備に起因して放送の全部または一部を停止させた事故
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重大事故以外の事故

重大事故

５－17 地上系・衛星系※１の放送での停止事故の発生状況① ※１ 基幹放送、衛星一般放送

※２ ・地上アナログテレビジョン放送は平成２３年度末まで集計し、マルチメディア放送は平成２４年度当初より集計。
・同一地域で同一時間帯に発生したフェージング、降雨減衰等に起因した障害は、１件として計上。
・同一局所で同一原因により断続的に発生した障害は、復旧までの累積時間を障害の時間とし、１件として計上。
・複数事業者の設備が同一箇所に設置されている場合、当該箇所で発生した障害は、１件として計上。

(発生月)

重大な事故の発生状況

・平成２６年度における放送停止事故の発生件数※２は４８７件であり、このうち重大な事故は２７件で全体の約６％であった。

・平成２３※３、２４、２５、２６年度ともに、７月～８月に比較的増加傾向が見られる。

平成２３年度 平成２４年度

※３ 放送の停止事故に係る報告制度は平成２３年６月３０日より施行されたため、平成２３年度は７月から集計。

(件数)

平成２５年度

発生件数：４９５件
重大事故：３４件（約７％）

発生件数：５６５件
重大事故：３８件（約７％）

発生件数：５０８件
重大事故：３３件（約６％）

平成２６年度

発生件数：４８７件
重大事故：２７件（約６％）
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５－17 地上系・衛星系※の放送での停止事故の発生状況② ※基幹放送、衛星一般放送

(件数)

(発生月)

放送種別毎の発生状況

・地上デジタル放送、中波放送及び超短波放送での放送停止事故は、７月～８月に比較的増加傾向が見られる。

・コミュニティ放送での放送停止事故は、一年を通じて一定程度発生している。

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度
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重大事故 重大事故以外の事故

５－17 有線一般放送での停止事故の発生状況

※１ 報告対象となる事故は、放送法施行規則別表第49号に基づき以下のいずれにも該当するもの。
・ 放送の停止を受けた利用者の数が500以上又は利用者の過半数に影響が及ぶもの
・ 放送の停止時間が2時間以上のもの

※２ 複数事業者又は複数設備にわたって同時に発生した事故は1件として計上。ただし、重大事故とその他の事故が同時に発生した場合は別々に計上。
※３ 放送の停止事故に係る報告制度は平成２３年６月３０日より施行されたため、平成２３年度は７月から集計。

(件数)

(発生月)

重大な事故の発生状況

・平成２６年度における放送停止事故※１の発生件数※２は１１３件であり、このうち重大な事故は８件で全体の約７％であった。
・平成２５年度に比べ、平成２６年度の放送停止事故の件数は増加したが、重大な事故の件数は減少した。
・８月の事故件数が他の月に比べて多い傾向が見られる。

平成２６年度平成２４年度平成２３年度
※３

発生件数：９８件
重大事故：９件（約９％）

発生件数：１２５件
重大事故：５件（約４％）

発生件数：１０２件
重大事故：１２件（約１２％）

平成２５年度

発生件数：１１３件
重大事故：８件（約７％）
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